
１．　は　じ　め　に

　２０１１年の初頭から，北アフリカのチュニジアとエジプト，そしてリビア

で権威主義体制が次々と崩壊した。さらに，変動の波は他の中東諸国にも

波及し，いまだ動揺のさなかの国もある（概説として，酒井編 ２０１１；酒井

２０１２）。「民主化」や「体制移行」の文脈からは取り残され「中東例外論」

といわれてきたアラブ地域での体制変動は，多くの研究者から驚きをもっ

て迎え入れられた。このいわゆる「アラブの春」には２つのパズルがある。

第１のパズルは，「なぜ大衆動員を伴う政治変動が発生し，その運動がどの

ように国境を越えて波及したのか」，そして第２のパズルは，「なぜ体制崩

壊した国としなかった国があったのか」である。

　本稿では，「アラブの春」の比較対象として，旧ソ連・東欧の変動を取り

上げたい（類似の比較は，伊東 ２０１２；廣瀬 ２０１２）。旧ソ連・東欧地域では，

２０世紀後半においては，２つの大きな変動の波を経験してきた。変動の第

一波（以下「第一波」と呼ぶ）が，１９８０年代後半から９０年代の初頭にかけ

て見られた「共産党体制の崩壊」であり，変動の第二波（以下「第二波」

と呼ぶ）が，２０００年代前半に見られた「権威主義体制の崩壊」であった。
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この２つの変動の説明を試みた先行研究は数多く，それらの研究が導いて

きた仮説を用いて，「アラブの春」について考えることが本稿の目的となる。

２．　パズルを考える１

（１）　「アラブの春」の特徴１：大衆動員を伴う体制変動

　「アラブの春」の第一の特徴として，「大衆動員を伴う体制変動」が見ら

れた。これはいわゆる下からの体制変動であり，「転覆型体制変動」や「体

制転覆」，「革命」とも称される。「第一波」でこの特徴を示したのがチェコ

スロヴァキア，東ドイツ，ルーマニア，ブルガリアであり，それ以外は異

なる移行形態をとった。「第二波」では，セルビア，ウクライナ，グルジア，

キルギスがいずれも「転覆型」の変動を経験した。

　さらに，「アラブの春」では，チュニジアを発端とした反体制の大衆運動

が隣国に波及した。この「波及効果」は，ソ連東欧の変動の「第一波」を

特徴づけるものであり，波は陸続きの共産主義諸国に拡大した。「第二波」

では，大衆運動が旧ソ連における権威主義体制に広がり，その一部が変動

を経験することになる。

　以上のように，旧ソ連東欧の変動と今般のアラブの春には，大衆による

抗議活動の盛り上がりと，その国境を越えた波及という特徴が存在してい

たことがわかる。

（２）　仮説：ソ連東欧の変動に関する先行研究から

①　変動の前提：「資源」と「不満」

　まず，議論の前提をいくつか確認しておきたい。１点目は，社会経済的

発展の結果により，市民の多数が，一定レヴェルの生活水準および教育水

準に達していたことである。第一波では社会主義的な近代化が一定程度み

られたが，これは変動を経験した国の市民が大衆運動のための「資源」を

活用できる環境にいたことを示している。２点目は，いずれの国において

も，何らかの不満が存在していたということである。第一波では共産党体
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制下での政治的自由の不在，経済的停滞による行き詰まりなどがあり，「第

二波」では経済体制移行時に発生した富の一部への集積，貧富の格差，不

正選挙の存在などが市民の不満を高めていた（塩川 １９９９；宇山，前田，藤

森 ２００６）。

　以上はあくまで議論の前提であり，注意が必要なのは，この２つの要因

が両方，もしくはいずれかがそろったことで，即体制変動，ということに

はならないということである。つまり，近代化すれば自然と独裁体制は崩

壊するものでも，相対的に価値剥奪された，資源を持たない市民の怒りが

体制を転覆させるものでもないということである。

②　大衆運動の勃興：政治的機会構造論と閾値モデル

　上記のように，「資源」と「不満」があったとしても，それだけでは運動

は発生しない。大衆運動が成功するための必要条件として，「政治的機会構

造の変化」が指摘されている。政治的機会構造とは，人々が集合行為（こ

こでは大衆運動）をおこなうための誘因を提供する政治的環境のことであ

る。つまり，反対勢力が体制側から激しい弾圧をこうむることなく抗議運

動を起こし，その規模を拡大させ，体制に圧力をかけることができるよう

になる状況を指す。

　以上のような，アクターにとっての機会の変化により，大衆個々人は

徐々に弾圧の費用を低く見積もるようになる。そして１人また１人とデモ

や抗議運動に参加するようになる。最終的には，体制の変革を見込んでと

いうよりはむしろ，そこに参加すること自体に楽しみを覚えるがゆえに，

大多数の市民が参加するようになる（Tullock １９７４）。市民が抗議活動に参

加することは独裁体制下では困難であったが，政治的機会構造の変化によ

り，市民の心理のレヴェルで運動への参加の閾値が低下し，大量の人々が

街頭に出て不満を吐き出すようになる（閾値の考え方については，

Granovetter １９７８）。「機会」と「意識変革」という２つの変数のあいだには，

マクロ的な環境変化に触発され，ミクロ的な個々人の意識が変革するとい

う流れが存在している。

笹岡：体制変動研究からみた「アラブの春」
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　「機会」の変化について具体的に見てみると，「第一波」では，ソ連のペ

レストロイカによる自由化がもたらした開放的雰囲気の広がりと，国内勢

力によるフォーカルポイントの活用などが政治的環境の変化の例としてあ

げられる。「第一波」では，ソ連要因はソ連自体から始まった自由化による

周辺国での政治的開放と，ソ連軍の軍事介入の可能性減少という２つの軸

を有していた。また，「第一波」は，共産党体制の変動であったが，この種

の体制下では，体制初期の熱狂的動員が形骸化するものの，記念行事や式

典などは慣習として，もしくは意識の発揚のために儀礼的ながら残存して

いる（Linz and Stepan １９９６，４９–５０）。この党主催の集会を１つのフォーカ

ルポイントとして，反対勢力は力を結集し，体制側と対峙できるようになっ

たとする（Pfaff and Yang ２００１）（例はルーマニアのチャウシェスクの最期）。

また，反体制派が体制側の目をかいくぐって，もしくは体制が手を下せな

い領域を利用し，それを反体制運動拡大のフォーカルポイントとした例も

ある（例は東ドイツで反体制派の集合拠点となったキリスト教の教会）（大

塚 ２００４，１９９–２００）。

　第二波では，現職大統領およびその後任を決めるための選挙において発

生した不正から，野党の動員が成し遂げられていった（例は２０００年のセル

ビア大統領選挙，２００３年のグルジア議会選挙，２００４年のウクライナ大統領

選挙，２００５年のキルギス議会選挙）。反対勢力は，市民の不満をこの一点に

集中させるために選挙の不正を糾弾し，現職の追い落としをはかった

（D’Anieri ２００６，３３４–３３５）。

　ちなみに，大衆運動の成否のカギを握るのは，それに直接対峙する軍・

治安機構の動向である。これについては，体制変動が起こったか否かを説

明する要因であるので，次の章で触れることとなる。

③　運動の波及：規格化された政治現象モデル

　最後に，波及は国外の成功例が国内勢力に影響を与えたことが原因であ

るといえる。ベイシンガーによれば，この成功例は「規格化された政治現

象（modular political phenomena）」と呼ばれる。ここでは，理念や考えと
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いった動員フレーム，抗議の方法としてのレパートリー，もしくは抗議形

態などが，国を超えて借用されていく過程が想定されている。その過程で，

ある国での成功が，他の国において体制に挑戦する反対勢力の期待値を上

昇させていく。その反対勢力は抗議運動が成功した国で用いられた手段を

模倣することで，成功例と同じ展開にいたることを望むのである

（Beissinger ２００７）。

　ここで利用されるのが，成功例と類似した機会の存在である。それが「第

一波」では記念行事の利用であり，「第二波」では「定期的選挙とその不

正」の存在であった。国内の反体制活動家たちは，不正選挙を契機として

広がった抗議運動という成功例があるので，他国で行われている選挙にお

いても，同様の不正があった場合，抗議活動を起こしやすい。そして選挙

が定期的におこなわれるという点も動員する側にとっては好都合であった

（これは「選挙モデル」と呼ばれる）。

　もちろん，国内勢力による運動だとしても，外国の援助の存在も無視す

ることはできない。国際 NGOが民主化支援に取り組んでいることは有名

である。代表例は，「第一波」ではソ連においてはバルト諸国の諸組織，

「第二波」ではセルビアの諸組織（オトゥポル（ОТПОР）が有名）などが

ノウハウを提供し，その後発の抗議運動に援用されていった（Muiznieks 

１９９５; Bunce and Wolchick ２０１１）。

　ただし，波及効果を説明してくれる諸モデルがあるからといって，その

効果の存在を過大評価してはならない。先行例を模倣した運動がすべて成

功したわけではないからである。例えば，２００６年にベラルーシでおこなわ

れた大統領選挙でも，２００４年と２００８年にアルメニアで実施された大統領選

挙でも，２０１１年と２０１２年のロシアの選挙でも，成功例を模倣した抗議活動

がおこなわれたが，ことごとく失敗に終わっている（一連のプロセスは，

廣瀬 ２０１２）。

　それでもなお，国内勢力への成功例の伝播は，体制変動に好都合な構造

的要因が欠如していてもそれを乗り越える力があるとされる。それは，構

笹岡：体制変動研究からみた「アラブの春」

─　　─99 ４６８（４６８）



修道法学　３５巻　１号

造的にみると変動する条件にないと思われた国々の変動を説明してくれる

（Beissinger ２００７）。なぜなら，先行例がなければ下がることのなかった参加

者の閾値が低下し，大衆運動が加速度的に盛り上がる可能性があるからで

ある。以上の流れを簡単にまとめたのが，図１である。

（３）　「アラブの春」に当てはめる

　では，上記の仮説を「アラブの春」に適用させてみたい。

①　変動の前提：「資源」と「不満」

　まず前提条件の確認である。第１に，近代化の程度であるが，エジプト

は決して豊かではない。ただし，IMFのデータによれば，この国は２００６年

から２０１０年のあいだで，GDPそのものも，１人当たりの GDPもそれぞれ

約２倍に跳ね上がっている。また，チュニジアはある程度の，そしてリビ

アはそれよりも高い水準の経済発展を遂げていたようだ。

　ただし，市民がその富の恩恵を十分に享受できているかは別問題でもあ

る。例えば，ロス（２００１）は「石油の呪い」の妥当性を検証したが，彼に

よれば，反対勢力の形成を妨げ，それらを弾圧し，市民社会の担い手にな

りうる中間層の発展を阻害するために，富が用いられるならば，体制の崩

壊が導かれることはないとしている。もちろん，産油国ではあるが，そも

そもそれほど著しい産油量を誇っているわけではないエジプトとチュニジ

アに「石油の呪い」の議論が妥当するのかどうかという指摘もある（Ross 

２０１１）。しかし，この「アラブの春」で明らかになったことは，政治的機会

が開かれたとき，チュニジアやエジプトでツイッターやフェイスブックの
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存在が重要視されたように，当該地域において近代化の恩恵は十分に存在

したと見るのが妥当である。

　第２に，「不満」の存在であるが，「アラブの春」についてみると，例え

ばチュニジアでは若者の失業問題が，エジプトでは貧困問題などが存在し

ており（ダルウィッシュ ２０１１），それらが契機となったといえる。それ以外

では，チュニジアでは，ウィキリークスによって，ベン・アリー一家の不

正などが明らかになり，市民の不満を掻き立てた（Schraeder and Redissi 

２０１１, ９–１０）。また，エジプトでは，時間的ラグはあるが，２０１０年１１月にお

こなわれた議会選挙が不正選挙であったという事実があり，これを若者た

ちが革命に結びつけたという指摘もある（Masoud ２０１１, ２４）。リビアも同様

に市民に不満が遍在化していたとされる。

②　大衆運動の勃興：政治的機会構造論と閾値モデル

　「アラブの春」で，政治的機会が開放される契機となったのは，まずは

チュニジアの青年・ブアジジの焼身自殺であることは疑いない。これらの

事件に対する抗議活動は，もともと一部の参加者しかいなかったところか

ら，段階的に拡大していく。チュニジアでは，２０１０年１２月１７日のブアジジ

青年の自殺から，インターネットを経由してこの事件のニュースは拡散し，

抗議行動が展開されるようになった（「死」をめぐる動員と機会については，

Tarrow １９９８，和訳 ７４–７５）。１２月２７日以降は首都チュニスを超えてデモが

全土に拡大した。２０１１年１月１３日，ベン・アリーは次期大統領選挙への出

馬を断念することを明らかにしたが，デモが止むことはなく，翌１４日には

チュニスで５，０００人以上がデモに参加した。これを受けて，ベン・アリーは

退陣し，国外に逃れた。

　エジプトでは，２０１１年１月２５日，インターネットなどでの呼びかけに賛

同した人々が首都カイロ・タハリール広場に集結し，大規模なデモに発展

し，治安部隊との衝突もみられた。２７日に体制側が通信手段を遮断するも，

翌２８日は金曜礼拝を１つのフォーカルポイントにして，人々が抗議デモを

画策した。さらに，このデモには非合法野党のムスリム同胞団も公然と参

笹岡：体制変動研究からみた「アラブの春」
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加した。２９日にムバラクは側近を副大統領に任命し，事態の打開を図った

が，デモは収拾せず，２月１日，ムバラクは次期大統領選挙への不出馬を

表明した。それでも，抗議活動の諸グループはムバラクの即時退陣を唱え

続け，それに対してムバラク支持派が暴力的にこれを退けようとして衝突

が起こった。この後，段階的に改革を打ち出すムバラクと退陣を求めるデ

モ隊のあいだでいわば「チキンレース」の状態となり，ついにムバラクが

敗れることとなる。２月１１日，軍の支持を失ったムバラクは辞任し，独裁

体制は終焉を迎えた。

　各事例に共通事項をあげると，まず，デモ参加者が増え，弾圧されるコ

ストが低下し，参加することが１つのイベントと化してくる。次に，イン

ターネットで呼びかけられた集会や，イスラム教の礼拝日が人々の結集ポ

イントとなり，徐々に市民の参加への抵抗感は低下していったと解釈でき

よう。田原牧や川上泰徳のレポートでは，２月１１日のタハリール広場では，

ポップコーンを売る屋台や，記念撮影をする家族連れや若者の姿がみられ

たことが報告されている（田原 ２０１１, ９６–１０４；川上 ２０１１, ４６–４９）。この事実

は，後発の参加者はまさに「楽しみ」を得るためにデモに参加していたこ

とを物語る。

③　運動の波及：規格化された政治現象モデル

　エジプトの大衆デモは，チュニジアでの成功例に大いに影響を受けたと

いえる。チュニジアでの成功が，さまざまなメディアを媒介にしてエジプ

トに限らず，アラブの市民を鼓舞したとされる（波及の際におけるデジタ

ル・メディアの役割については，Howard and Hussain ２０１１）。チュニジア

での成功例だけでなく，アラブの外からの影響をも指摘できる。エジプト

の反政府組織は，先に挙げたセルビアの「オトゥポル」から運動の方針や

戦術などを学んでいたとされる（酒井 ２０１１a, ２５）。

（４）　ま　と　め

　（旧）ソ連東欧での変動を説明してきた諸モデルを「アラブの春」にお
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ける大衆運動の広がりに適用してきたが，かなりの程度，説明できていた

と考える（類似の指摘として，恒川 ２０１２）。これは，大衆の運動が拡散して

いく過程は，個々人の意識の問題にかなりのウエイトが置かれるので，文

脈的・構造的要因が大きな影響を与えないことを示唆しているといえる。

つまり，人々の意識の問題は国や地域，文化，歴史などの要因を受けない

わけではないが，それほど強く働かないのではないかというものである。

しかし，次のパズルにおいては，必ずしもそうはいかない。次章では，文

脈的・構造的な要因にも注目してみていくことになる。

３．　旧ソ連東欧との比較からパズルを考える２

（１）　「アラブの春」の特徴２：体制変動を免れた国の存在

「アラブの春」の第二の特徴として，「体制変動を免れた国の存在」があ

る。「第一波」にさらされた国々は，ほぼ例外なく変動を経験したが，「第

二波」では，ロシア，アゼルバイジャン，ベラルーシなどが体制変動しな

かった（Levitsky and Way ２０１０; Hale ２００５; D’Anieri ２００６など）。以下，「第

二波」で議論されてきた諸変数を中心に検討してみたい。

（２）　仮説：ソ連東欧の変動に関する先行研究から

①　現職の不人気とレームダック化

　まず，ヘイル（２００５）によれば，「第二波」で体制変動が起こった権威主

義体制に共通していた特徴が，現職大統領のレームダック化であった。彼

の分析の対象は，「第二波」における旧ソ連諸国であり，具体的にはグルジ

ア，ウクライナ，キルギスの「カラー革命」諸国であった。その３国では，

それぞれシェワルナゼ，クチマ，アカエフといった現職大統領が次期大統

領選挙で任期切れを迎えることもあり，その後継をめぐる争いが始まって

いた。

　ヘイルの議論をまとめると，「カラー革命」では，独裁を築く現職大統領

のレームダック化と不人気が重なると，現職は後継問題に対処することが

笹岡：体制変動研究からみた「アラブの春」
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できなくなり，次節でより詳しく見るが，指導部内部からの離反者を抱え

ることになる。そして選挙の不正を契機に反対派によって放逐されること

になった。ちなみに，セルビアのミロシェヴィッチも，２０００年のユーゴス

ラヴィア連邦大統領選挙の時には，度重なる内戦での軍事的敗北，NATO

空爆，経済停滞により，不人気をこうむっていた。セルビアでは大統領の

レームダック化は起こっていたとは必ずしもいえないが，現職の不人気と

いう条件は揃っていた（McFaul ２００５, ８）。その条件を反対派が選挙の不正

を糾弾するという過程で，ミロシェヴィッチの放逐に結びつけたと考える

ことができる。

②　体制側の支持基盤

　「体制側の支持基盤（国家・政党・治安機構・軍）」も重要だったと考え

られている。つまり，現職が何らかの強力な支持基盤に依拠できているか

否かが変動の有無を分けたというものである。

　ヘイル（２００５）は，ポストソ連諸国の独裁国家の多くを「パトロン的大

統領制（patronal presidentialism）」だと定義しているが，これは民選の大

統領が公式の権力だけでなく，パトロン・クライアント関係に基づいた強

大な非公式の権力をも有するシステムである。このシステムでは，大統領

は国内のエリートに便宜を図りつつ，集票や政策実行の際に依存し，エ

リートたちも大統領にあえて挑戦しようとはしない。そのエリートが大統

領一派の隊列から離れる可能性が生まれるのは，先にも述べたように，後

継問題に直面したときである。

　大衆運動が成功する条件として，ダニエリ（２００６）はそこへのエリート

の関与を取り上げる。裏返すと，反対勢力の関与がない場合，社会勢力に

よる抗議活動は頓挫する。エリートが関与するようになるのは，ヘイルの

議論にもあるが，そのエリートが分裂ないし離反するときである。特に重

要なのが，軍や治安部隊の分裂ないし離反であり，大衆運動を抑え込める

かどうかはこのアクターの行動いかんにかかっている（Hale ２００６）。

　さらに，レヴィツキーとウェイ（２０１０）およびウェイ（２００８）は権威主
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義体制が崩壊する原因は，軍・治安部隊の低い能力に加えて，安定した支

配政党の欠如，そして国家経済・富の統制の弱さにあると考えている。安

定した支配政党はエリートの離反を押しとどめる効果があり，それに依存

できない指導者はいずれ挑戦者の出現にさいなまれることになる。そして，

国家経済を統制していれば，反対勢力を抱き込むことも可能である。前述

のロス（２００１）の議論の繰り返しであるが，これは旧ソ連諸国のうち，ロ

シア，アゼルバイジャン，カザフスタン，トルクメニスタン，やや劣るが

ウズベキスタンでみられ，石油やガスといった天然資源をレントとして，

反対派や市民を弾圧ないし懐柔する「レンティア国家」の形成と同じ論理

を成している。また，ベラルーシも企業の国有化によって経済を統制して

おり，その構造こそが体制の安定をもたらしている。よって，逆にいえば，

民営化が進んだ国では，反対派が様々な大企業の援助を受けられる見込み

が高く，独裁者にとっては不都合である（同様の議論が，宇山，前田，藤

森２００６, ４５–４６）。

③　反対派の団結・強力な反対派

　次に，体制変動が起こるには「反対派の団結」が重要だという議論があ

る。裏を返すと，反対派が分裂していると，変動は起こりにくいとされる。

マクフォール（２００５）は，民主的な変動において，反対派が団結している

点を重視する。セルビアとウクライナでは，反対派が指導者間の対立を背

景に団結できなかったが，大統領選挙の前に統一候補を擁立することに成

功した。グルジアでは，２００３年の議会選挙の前に団結することはなかった

が，サアカシヴィリはこの選挙を不正であると告発し，大衆運動を主導で

きた結果，シェワルナゼを放逐し，そのあと野党のライバルたちを糾合す

ることに成功した（グルジアの経緯は，前田 ２００５を参照）。反対に，反対派

が団結できていない国では，体制変動を起こすことは困難になる。

　それに対し，レヴィツキーとウェイ（２０１０）は，反対派が選挙や抗議活

動に大規模な大衆動員をおこなえる能力を持てば持つほど，現職側は抑圧

をやめ，寛容な対応をとるようになるとしている。ただし，彼らは反対派

笹岡：体制変動研究からみた「アラブの春」
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の強さは現職の能力に規定されるともしている。つまり，現職側が弾圧を

強めれば反対派は弱まり，現職側の能力が低下すれば反対派は相対的に強

力になるのである。

　また，ダニエリ（２００６）が指摘しているように，１９９０年代から反対運動

は幾度となくおこなわれており，そのたびに運動の指導者たちは経験を積

んでいく。その経験が，運動方針や戦略に影響を与えていくことになる。

つまり，一朝一夕で反対派の活動が成功したわけではないのである。

④　西側との関係

　最後に「西側との関係」が取り上げられる。つまり，西側との関係が密

だった国が変動を経験したという議論である。レヴィツキーとウェイ

（２０１０）は，この要因の存在を強く主張する。彼らは，体制変動を説明する

国際的要因のうち，「西側の影響力（leverage）」と，「西側との結合度

（linkage）」を取り上げた。「西側の影響力」は西側の民主化圧力に対する脆

弱性のことであり，具体的にはその体制の西側との交渉力と，西側の制裁

行動がその体制に及ぼす影響を指す。交渉力が乏しく，制裁によって弱体

化する場合，「西側の影響力」は高い。「西側との結合度」は経済・政治・

外交面での西側との結びつきの深さや，西側からの国境を越えた資本・財・

人の流入を表す。これが２つとも高い場合（東欧や中南米），西側からの民

主化圧力は一貫して大きい。「西側との結合度」が高く，「西側の影響力」

が低い場合（メキシコや台湾），民主化圧力は間接的だが，小さくはない。

また，直接的な圧力がなくても，絶えず西側メディアや NGOなどから監

視の対象となり，国際世論に敏感にならざるを得ない。「西側との結合度」

が低く，「西側の影響力」が高い場合（サハラ以南のアフリカ），圧力は意

味を持つが，間欠的なものにとどまる。この場合，不正選挙を指摘され制

裁を科されるケースでも，選挙は最低限の基準しか要求されない。両方と

も低い場合（ロシア）は，圧力は最小限のものしかない。

　彼らのモデルでは，体制変動後も視野に入っているので，あくまで参考

にとどめるべきだが，中東諸国に対しても示唆的であるのでもう少し取り
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上げてみよう。彼らは，「体制側の組織力」という先述の体制側の強さに関

する変数と類似の変数を加え，３つの構造的変数から体制の帰結について

予測するフローチャートを作成している（図２）。この図で示されているよ

うに，まず「西側との結合度」が高い場合は，民主化しやすい。「西側との

結合度」が低く，「体制の組織力」が高い場合は権威主義体制が安定する。

「西側との結合度」も「体制の組織力」も低いとき，「西側の影響力」が低

いとこちらも安定した権威主義体制が築かれるが，「西側の影響力」が高

いと権威主義体制は不安定なものになる。

　「第二波」の事例では，セルビアは「西側との結合度」が高いがゆえに，

圧力に屈したことになる。ウクライナとグルジアは「西側との結合度」は

低く，「体制の組織力」も低いが，「西側の影響力」が高い事例であり，権

威主義体制は不安定であるがゆえに，一定の圧力があったことが示唆され

る。

　補足で述べるならば，「第一波」については，西側との関係よりも，ソ連

との関係が重要であり，ソ連の変動に東欧諸国は直接的な影響を受けた。

むしろ西側は間接的な支援はあったが，基本的には体制変動そのものに関

与することはなかった（McFaul ２００９, ２５–２９）。

⑤　まとめ

　まず，体制変動前の各国の条件を振り返ってみよう。まず，西側との関

笹岡：体制変動研究からみた「アラブの春」
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出所：Levitsky and Way ２０１０, ７２.
図２　西側との結合度，体制の組織力，西側の影響力と体制の帰結
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連性や反対派の強さは，体制変動に対して，実はそれほど強い要因として

働かなかったようにみえる。むしろ，体制側が弾圧を推し進めるほど強力

でもなく，さらに現職への国民の支持が欠如していたという事実が重要だっ

たようだ。ちなみに，現職の不人気という要因は，反対派ないしデモ主導

者たちの抗議成功の期待値を上昇させる要因，言い換えると「機会」の問

題であり，これは「第二波」の文脈では重要であったが，その他の地域や

国での変動において必ずしも重要であるとは言い切れない。なぜなら，選

挙が定期的に実施されない国も存在するからである。

　そうなると重要なのは，体制側の強さおよび軍の離反・分裂という変数

になる。反対派や体制に不満を抱く市民からすると，既存の体制が抗議活

動をおこなっても成功しないと思わせるほど確立した国家機構・政党組織

を抱え，暴力によって弾圧できるほど強力な軍・治安部隊を有している場

合，その他の条件が整っても，大衆運動を起こすこと，もしくはそこに参

加することをためらってしまうだろう。

　ただし，これらの要因は変動過程のなかの一部であり，いずれかの要因

が欠けていたり，弱い影響力しかなかったりしても，変動が成功する可能

性はある。反対に，ある程度の条件が揃っていても，体制変動にいたらな

い場合もある。なぜなら，これらの要因は，あくまで体制変動という帰結

に対してのリスクを示しているだけだと解釈することができるからである。

　１つの過程としてまとめると，図３のようになると考えられる。まず「機

会」として不正選挙が存在し，それを反対派や抗議活動推進者たちが行動

を起こす契機として利用する。このとき，もし外国で成功例があれば，そ

れが大衆運動に影響を与える。また，反対派がこのタイミングで団結でき

るかどうかによって次の段階に進めるか否かが決まる。そのような反対運

動の盛り上がりに対し，現職大統領がレームダック化するか，人気に陰り

が見え始めていた場合には，体制側は分裂し，一部は反対派に合流し，現

職大統領の放逐に一役買うことになる。さらに，体制側の分裂や動揺を横

目に，治安部隊や軍が弾圧を拒否する場合も体制変動を促進する。反対に，
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体制側が一枚岩で行動し，軍・治安機構が離反しない場合はその他の条件

がよくても変動が成功する可能性は低い。この過程全体に影響を与えるの

が，西側の影響であり，大衆運動や反対派の戦略，体制側への辞職圧力，

さらには軍事介入というように多様なかたちをとる。その関与の度合いに

より，体制変動の帰趨は大きな影響を受ける。

　最後に，体制変動に至らなかった国々を見てみると，例えばロシアやア

ゼルバイジャンなどは，選挙の段階で反対派の抗議行動を弾圧するか，現

職への高い支持を確保することで，抗議活動や反対派の動きを孤立させて

いる（McFaul and Petrov ２００４）。また，１９９０年代後半のセルビアのように，

抗議運動がある程度の盛り上がりを見せたとしても，現職大統領が活動を

抑え込んでいる例もある（D’Anieri ２００６，３３９–３４１）。体制側がこの経路のな

かで反対派や大衆運動に関わるどこかを遮断できるか，実際に対峙した時

に反対派を弾圧できると，体制維持の可能性は高まる。

笹岡：体制変動研究からみた「アラブの春」
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※筆者作成。太線はもっとも重要な要因を，点線の枠は変動過程
全体をそれぞれ示している。

図３　「第二波」の変動過程：まとめ
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（３）　「アラブの春」に当てはめる

　では，上記の仮説を「アラブの春」に適用させてみたい。ここでは，変

動が起こったチュニジアとエジプト，リビアに加えて，起こらなかった国

としてシリアを事例に比較を試みてみたい。ただし，指導者を放逐できた

チュニジアおよびエジプトと，指導者が権力から離れず内戦に突入したリ

ビアでは帰結に違いがあるので，この点についても触れてみたい。

①　現職の不人気とレームダック化

　「第二波」の文脈では「不正選挙」を媒介として反対運動が台頭したので

あり，この要因は現職側がある程度民主的な方法にのっとることを自らに

課さざるをえない場合に限定される。「アラブの春」の結果から考えると，

抗議デモは選挙の不正に対して広がったものではなかった。

　しかし，議論を「機会」の問題に変えてみると，前章の議論と重なる。

酒井（２０１１a）によれば，２０００年代半ば，アラブ諸国において街頭での抗議

活動が相次ぎ，それを受けて，自由化が進んだ。しかし，２０１０年は選挙が

おこなわれたものの，野党勢力は軒並み退潮し，変革を期待した市民の失

望を生んだ。自由化によって広がった期待が，しぼんでいく過程で，「相対

的価値剥奪」が起こったと考えることができる。つまり，将来の期待が裏

切られた瞬間に，不満が表出したといえる。また，若者を中心に，体制に

対する抗議活動が２０００年代には幾度となくおこなわれており，２０１１年もそ

の流れの１つと考えることができる。繰り返された抗議運動が，チュニジ

アの若者の「死」を契機にそのエネルギーを拡大させ，機会を獲得して

いったと考えることができる。

　人気・支持という点では，現職の支配者に対しては，消極的な支持も存

在した。それは，生活の安定の確保，イスラム過激派への対応から生じた

ものであり，さらに，政権に歯向かわなければ弾圧されることもないとい

う理解が国民のあいだにあったことも見過ごせない（酒井 ２０１１a，１７–１９）。

しかし，それは積極的な支持ではない。長い独裁体制であるがゆえに，現

職への不満は存在していたとみるべきであろう。特に，自由な言論を認め
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ない雰囲気や，秘密警察および治安機関による支配が，国民の不満を蓄積

させていたといえる。

②　体制側の支持基盤

　アラブ諸国の政治体制は一様ではないが，いずれも強固な体制を築いて

きたという評価はおおむね妥当であろう。この地域では，いわゆる「スル

タン主義」に近い体制が築かれており，独裁者の権力は大きく，一族支配

に近い体制が築かれている（Linz and Stepan １９９６, ５１–５４）。また，「レン

ティア国家」と呼ばれる国も多く，支配者たちはレント収入を体制維持の

ために利用している。支配政党についてみると，チュニジアのベン・アリー

は，立憲民主連合（１９８８年まで社会主義デストゥール党）という強力な議

会与党を抱えており，この政党は国家の多様な部分を包摂する「包括政党」

としての役割を有していた。またエジプトのムバラクも国民民主党という

巨大与党を基盤として，盤石な体制を築いていた。同様に，アサドのシリ

アでも議会内に唯一バアス党が存在し，支配者の行動に正統性を与える役

割を果たしてきた。それに対し，リビアのカダフィーは議会を設けてはい

るが，政党の存在を許可していなかった（松本編 ２０１１参照）。リビアは

「ジャマーヒリーヤ」という擬似的な直接民主制を採用し，国家システムを

否定する形態をとっていたが，実態はカダフィーが最終決定権を握る独裁

体制であった（福富 ２００８）。

　そのような一枚岩にみえた体制も，ほころびを見せ始めていたという指

摘もある。エジプトのムバラクは息子ジャマールへの権力継承をもくろみ，

彼を党内の重要ポストにつけた。この動きに対して国民民主党内では分裂

もみられ，ジャマール派が伸長し，守旧派勢力よりも優位に立つように

なっていたという（ダルウィッシュ ２０１１, ４３–４４）。リビアも，カダフィー

から，国連代表部を務めるイブラヒム・ダバシ次席大使らが一斉に離反し

た。

　「スルタン主義体制」の特徴は，国家と支配者の間で公私の区分があいま

いになる点にあり，軍や治安機構が支配者の「私兵」のような地位を持つ

笹岡：体制変動研究からみた「アラブの春」
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傾向を示すとされる（Linz and Stepan １９９６, ５６）。ただし，国によって，支

配者が依拠したのが軍なのか，治安機構なのかに違いがあり，それが体制

の帰趨を決めたという分析がある。バラニー（２０１１）によれば，チュニジ

アは「警察国家」であり，軍は主要な地位を与えられなかった（同様の指

摘が，ダルウィッシュ ２０１１, ３５–３８）。これがデモ発生後に，軍が投入され

たものの，市民への発砲を拒否した理由とされる。次に，エジプトである

が，チュニジアの軍と比較して，この国の軍は重要な地位を占めていたと

される。それにもかかわらず，デモ発生後には，市民の側についた。なぜ

かといえば，軍上層部が守旧派寄りであり，ジャマールに対して好意を抱

いていなかったからだとされる。また，ライバル機関である治安機構に対

して敵対的であったという。

　それに対しリビアは元来部族社会であり，リビア国内でその亀裂は根深

いものであった。つまり，軍の分裂は，地域的な亀裂を反映したもので

あったといえる。さらにカダフィーは自分の親族を軍・治安機構の重要ポ

ストにつけてはきたが，過去に軍のクーデタ騒動を経験したことから，軍

よりも治安機構を重視していた。そのような経緯から軍のカダフィーへの

忠誠心は低く，大衆運動が盛り上がると，東部では軍が反カダフィーの立

場に変わり，西部でも一部の兵士は脱走したとされる。結局，軍が分裂し

たため，リビアでは内戦に突入した。最後に，シリアはアサド大統領も軍

将校団もイスラム教アラウィー派に属し，一体化を保っていた。軍は治安

機構に比して国内でも重要な地位を占め，軍の政治化も進んでいた。結局，

デモ発生後も，軍は体制に忠誠を尽くすことを選択したと考えられている。

　このように，支配政党の分裂や軍全体の離反があると，体制は反対運動

に脆弱だが，軍が体制側にとどまる限り，体制変動を防ぐことができるこ

とが分かる。また，軍自体が割れると，内戦のリスクが高まるようである。

③　反対派の団結・強力な反対派

　反対派についても国によって違いがある。エジプトやチュニジアでは体

制側が野党を取り込む「コオプテーション」がおこなわれ，野党に一定の
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議席を与えつつも，体制は維持していくという手法がとられている（今井

２００８；浜中 ２００９）。エジプト国内最大の反対勢力がムスリム同胞団であった。

２０１１年のデモ発生直前では，公式に議会への参加は認められておらず，無

所属で参加することを余儀なくされていたが，その存在はすでに政治の舞

台に乗っていた。それに対して，シリアではバアス党とその衛星政党のみ

が存在を許され，ムスリム同胞団はかつて大規模な弾圧にさらされており，

エジプトのような存在感を示し得ていなかった。さらに，無数の反対勢力

が団結できていない状況が存在していた。最後に，リビアも野党は公式に

認められておらず，反対派の政治的影響力は大きくなかった（松本編

２０１１；シリアについては青山 ２０１１を参照した）。以上のような違いは，体制

変動がはじまった時，意味を持ち始める。野党の存在は，旧与党勢力との

対話の相手や，抗議運動の受け皿を提供することになり，変動の暴力化を

避けることを可能にするからである。

　体制側のコオプテーションによって取り込まれていた野党勢力であった

が，エジプトでは，デモ発生後，ムスリム同胞団が主要なアクターとして

現れた。ムスリム同胞団はムバラクが呼びかけた対話の席に一時着いたが，

妥協を拒否し，デモに合流した。チュニジアではムスリム勢力よりも世俗

の集団（労働組合や法律家集団）がデモを主導し，反対運動をけん引した

（Schraeder and Redissi ２０１１, １２–１３）。いずれも支配者の追放という一点で

団結できていたようだ。それに対してリビアでは，反対勢力を１つに束ね

る勢力は出現せず，地域的亀裂により分断が起こり，最終的には内戦にい

たった。シリアは上記のように，反対勢力が分極化し，抗議デモをコント

ロールすることができなかったのではないかと思われる。

④　西側との関係

　「西側との関係」という要因は当然アラブ地域においても重要である（特

にチュニジアで顕著といえるだろう）が，この地域には「イスラエル要因」

が存在しており，話はそう単純ではない。米国からみて好ましいのは，親

米的で，イスラエルと事を起こさない指導者であり，それが独裁者であっ

笹岡：体制変動研究からみた「アラブの春」
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ても，地域の安定をもたらしてくれるのであれば許容してきたと考えられ

る。しかしそれは，米国にとっては，アラブの安定と民主化の推進という

ジレンマにさいなまれることを意味する。よって，米国が将来の不安定化

を導く恐れのある独裁者の放逐を積極的に推進できたとは考えにくい。だ

が，いったんアラブで抗議活動が拡大すると，国際社会全体が全面的に反

対運動を支持するようになる。特にリビアは，市民の殺害に関して，度重

なる国際機関の忠告・勧告をカダフィーが無視し続けたことにより，軍事

介入する方向へと促されたともいえる。

　現段階で唯一 NATOの軍事介入のあったリビアと，２００３年のイラクとの

類似性を指摘する見解がある。それは，イラクの反政府運動が米国を呼び

寄せ，最終的には軍事介入をもたらしたが，実はリビアも同様の構図なの

ではないかという指摘である（酒井 ２０１１b）。さらに，イラクもリビアもア

ラブ有数の産油国であるという点も重要かもしれない。シリアに現時点で

西側が介入しない理由もそこにあるとする見解もある。シリアはイスラエ

ルを戦争に巻き込むのではないかという懸念があるため，それが西側の介

入を防いでいるという意見もある（Trofimov et al. ２０１１）。

⑤　まとめ

　「第二波」からの仮説を「アラブの春」に当てはめてみると，いくつか

相違があることがわかる。第１に，不正選挙が直接の契機となったことも

なく，支配者のレームダック化が起こっていたわけでもないこと，第２に，

体制側がきわめて強固な支配を築いていた（ようにみえた）にもかかわら

ず，抗議デモのあとに軍の離反が起こった例があること，第３に，西側と

の距離的な近さもしくは豊富な石油の存在の有無が，欧米からの直接的介

入を導いた可能性があること，である。

　ただし，チュニジアとエジプトの例は，文脈的な条件を除けば，「第二

波」とかなりの程度類似した過程をたどったのではないかと思われる（図

４）。何らかの条件で機会が開かれ，それを契機として抗議運動が活発化し，

先行例を模倣するアクターも出てくる。そこに反対勢力が合流し，体制側
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と対峙する。国家機構は盤石だったようにみえたが，軍の離反により，支

配者は国外に逃れることを余儀なくされた，という流れである。

　それに対し，リビアでは反対勢力の活躍の場は，抗議デモや体制への圧

力の段階ではなく，軍の分裂によって生じた武力衝突の段階へと移って

いった（図５）。また，西側の影響というレヴェルを超え，直接の介入を招

笹岡：体制変動研究からみた「アラブの春」

─　　─115 ４５２（４５２）

図４　エジプトとチュニジアの変動：まとめ

※筆者作成。太線はもっとも重要な要因を，点線の枠は変動過程
全体をそれぞれ示している。

図５　リビアの変動：まとめ

※筆者作成。太線はもっとも重要な要因を，点線の枠は変動過程
全体をそれぞれ示している。
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いており，「第二波」やエジプトおよびチュニジアとは異なる過程を経た

ことになる。その状況の違いは，反対勢力の弱さ，軍の分裂，そして西側

のリビアへの野心にあったと考えられる。つまり，反対勢力が独自の力で

体制側に対峙できず，軍も分裂により変動を主導できなかったため，最後

には反対勢力が西側の介入を引き入れたかたちとなった。

４．　お　わ　り　に

　今回，（旧）ソ連東欧諸国の変動から導かれた仮説を「アラブの春」に適

用するという試みをおこなった。特に，ポスト冷戦期に発生した「第二波」

の事例との比較を中心に据えてみた。比較していえることは，細かい事実

をある程度犠牲にし，抽象度を高めた場合には，旧ソ連東欧諸国において

「転覆型」の変動を経験した国と，「アラブの春」の国では，おおよそ類似

した変動過程を描くことができたのではないかということである。

　以上は理論的側面に重きを置いたものである。より細かい分析について

は，専門家の手にゆだねたいと思う。
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